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1. 2023年3月期の連結業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 12,070 △4.2 △1,932 ― △1,933 ― △1,861 ―

2022年3月期 12,606 △17.6 △1,299 ― △1,225 ― △1,766 ―

（注）包括利益 2023年3月期　　△2,018百万円 （―％） 2022年3月期　　△1,649百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年3月期 △178.58 ― △11.7 △9.4 △16.0

2022年3月期 △170.10 ― △9.9 △5.5 △10.3

（参考） 持分法投資損益 2023年3月期 ―百万円 2022年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 19,361 14,758 76.2 1,414.49

2022年3月期 21,685 16,967 78.2 1,633.03

（参考） 自己資本 2023年3月期 14,758百万円 2022年3月期 16,967百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2023年3月期 △2,407 137 △190 6,817

2022年3月期 △365 △398 △301 9,295

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年3月期 ― 0.00 ― 21.00 21.00 227 ― 1.2

2023年3月期 ― 0.00 ― 21.00 21.00 236 ― 1.4

2024年3月期(予想) ― 0.00 ― 21.00 21.00 ―

3. 2024年 3月期の連結業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,700 △15.7 △1,600 ― △1,600 ― △1,600 ― △153.35

通期 11,500 △4.7 △2,400 ― △2,400 ― △2,400 ― △230.02



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期 14,300,000 株 2022年3月期 14,300,000 株

② 期末自己株式数 2023年3月期 3,866,152 株 2022年3月期 3,909,962 株

③ 期中平均株式数 2023年3月期 10,421,463 株 2022年3月期 10,384,681 株

(注)期末自己株式数には、「従業員向け株式給付信託」及び「役員向け株式給付信託」が保有する当社株式（2023年３月期　821,100株、2022年３月期　46
5,000株）が含まれております。また、「従業員向け株式給付信託」及び「役員向け株式給付信託」が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております（2023年３月期　654,875株、2022年３月期　435,035株）。

（参考）個別業績の概要

1. 2023年3月期の個別業績（2022年4月1日～2023年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期 10,514 △10.0 △1,325 ― △1,288 ― △1,223 ―

2022年3月期 11,679 △18.8 △520 ― △484 ― △1,094 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期 △117.37 ―

2022年3月期 △105.43 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年3月期 19,266 15,824 82.1 1,516.67

2022年3月期 21,040 17,301 82.2 1,665.24

（参考） 自己資本 2023年3月期 15,824百万円 2022年3月期 17,301百万円

2. 2024年 3月期の個別業績予想（2023年 4月 1日～2024年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,900 △19.2 △1,400 ― △1,400 ― △1,400 ― △134.18

通期 10,000 △4.9 △1,900 ― △1,900 ― △2,000 ― △191.68

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１． 上記の業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のもので

はありません。実際の業績は市場の需要動向等様々な要因によって予想とは異なる結果となる可能性があります。

２． 業績予想の前提となる条件については、［添付資料］４ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

　文中の将来に関する事項は、当連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの影響が収束傾向となり景気に持ち直しの動きが見

られましたが、ロシア・ウクライナ問題に起因する資源価格の高騰は収まらず、円安進行による物価高は消費者マ

インドを悪化させており、依然として厳しい状況が続いております。

　当業界において、テレビ関連機器販売の市場に関しましては、物価高に伴う買い控えの影響もあり薄型テレビの

出荷台数は低調に推移しております。また、新設住宅着工戸数に関しましても、資材高を背景として特に持家の着

工数が減少しており、先行きが非常に不透明な状況が続いております。

　通信関連機器につきましても、官需向けが機器入替の端境期にあり、本格的な需要の回復には更に時間を要する

ものと思われます。

　このような状況の中、当社グループは、環境に左右されない経営基盤作りに取り組み、収益性に重点をおいた企

業活動の推進や、新製品の開発、コストダウンへの継続的取組、業務の効率化による経費の適正な運営等に努めて

まいりました。

　しかしながら、放送関連機器については家庭用機器の販売が振るわず、通信用アンテナにつきましては民需向け

に関して顧客の事業計画の遅延が解消しつつあるものの、官需向けに関しては反動減の解消には至りませんでし

た。またソリューション事業についても低調に推移したことから、当連結会計年度の売上高は12,070百万円（前連

結会計年度比4.2％減）となりました。

　利益面につきましては、売上減による影響の他、仕入原価の高騰等により、営業損失は1,932百万円（前連結会計

年度は1,299百万円の営業損失）、経常損失は1,933百万円（前連結会計年度は1,225百万円の経常損失）となりまし

た。また、投資有価証券の売却益の計上等により、親会社株主に帰属する当期純損失は1,861百万円（前連結会計年

度は1,766百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（送受信用製品販売事業）

　放送関連機器の売上高につきましては、家電量販店向け家庭用機器に関して物価高騰による買い控えの影響があ

ったこと等から前連結会計年度比減となりました。

　通信用アンテナの売上高につきましては、通信事業者向け基地局アンテナや通信モジュール用アンテナにおいて

顧客の事業計画の遅延に改善がみられたものの、官需向けデジタル無線用アンテナはコロナ禍による機器交換の期

限延長等により需要の回復には至らず前連結会計年度並みとなりました。

　この結果、売上高は10,195百万円（前連結会計年度比4.2％減）、営業損失は825百万円（前連結会計年度は107百

万円の営業損失）となりました。

（ソリューション事業）

　前期の大型案件の反動減に加え、資材不足に伴う工事の延伸や中規模案件の獲得が思わしくありませんでした

が、効率化・省力化に努めたこともあり、売上高は1,875百万円（前連結会計年度比4.2％減）、営業利益は263百万

円（前連結会計年度比31.2％増）となりました。

(2）当期の財政状態の概況

 資産、負債、純資産の状況

　（資産の状況）

　当連結会計年度末の流動資産は、15,427百万円（前連結会計年度末比8.9％減）となりました。これは、商品及び

製品や原材料及び貯蔵品の増加と、現金及び預金や受取手形、売掛金及び契約資産の減少等によるものでありま

す。

　固定資産は、3,934百万円（同17.4％減）となりました。これは、投資有価証券の減少等によるものであります。

　（負債の状況）

　当連結会計年度末の流動負債は、3,271百万円（前連結会計年度末比0.4.％増）となりました。これは、支払手形

及び買掛金や短期借入金の増加と、賞与引当金の減少等によるものであります。

　固定負債は、1,331百万円（同8.9％減）となりました。これは、長期未払金の減少等によるものであります。
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2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期

自己資本比率（％） 80.8 82.7 81.4 78.2 76.2

時価ベースの

自己資本比率（％）
57.1 44.0 45.1 34.0 28.6

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率（％）
－ － － － －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍）
－ － － － －

　（純資産の状況）

　当連結会計年度末の純資産の合計は、14,758百万円（前連結会計年度末比13.0％減）となりました。

　この結果、自己資本比率は76.2％となりました。

（3）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は6,817百万円となり、前連結会計年度末に

比べ2,477百万円減少いたしました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、減少した資金は2,407百万円（前連結会計年度は365百万円の減少）となりました。これは主

に、売上債権の減少や仕入債務の増加及び減価償却費の計上による増加と、税金等調整前当期純損失の計上や棚卸

資産の増加による減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、増加した資金は137百万円（前連結会計年度は398百万円の減少）となりました。これは主に、

投資有価証券の売却収入による増加と、有形固定資産の取得による支出による減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は190百万円（前連結会計年度は301百万円の減少）となりました。これは主に、

短期借入金の借入収入による増加と、配当金の支払による減少によるものであります。

キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※　株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

※　当社は、有利子負債及び利払いはありませんので、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト

　　・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。
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（連結） （個別）

売上高 11,500百万円  （4.7％減） 10,000百万円 （4.9％減）

営業損失（△） △2,400百万円 　　　（－） △1,900百万円 　　　（－）

経常損失（△） △2,400百万円 　　　（－） △1,900百万円 　　　（－）

当期純損失（△） △2,400百万円 　　　（－） △2,000百万円 　　　（－）

（4）今後の見通し

　今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルスに対する社会の意識が徐々に変化し、収束後のニューノーマ

ルを見据えた経済活動にシフトする一方で、ロシア・ウクライナ問題やその他国際情勢による世界経済への影響、

為替変動リスク、資源価格の高騰といった景気の下振れ要因も多く、予断を許さない状況が続いております。

　当社グループを取り巻く環境といたしましては、コンシューマー向け放送機器については景気減速による市況の

変化を受け今後も厳しい事業環境が継続するものとみております。また、新設住宅着工戸数は前連結会計年度比で

増加傾向にありますが、コロナ禍以前の水準には至っておりません。

　一方、総務省の「周波数再編アクションプラン」に伴う官公庁向け、事業者向けのアンテナや、ＩｏＴ市場に関

連する通信モジュール用アンテナについては、今後需要が拡大していくものとみております。

　ソリューション事業においては、新築ビル内共聴工事、ビル内共聴改修工事等が中心となると予想しておりま

す。

　次期の業績見通しについては、現時点での予想は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（括弧内は対前連結会計年度比・前期比）

　第71期につきましては、厳しい経営環境下にあっても持続的な成長を可能とするため「利益の追求」を行動指針

として掲げ、安定して収益を確保できる体制作りに重点を置いた企業活動を推進してまいる所存です。

　具体的には、事業に精通したリーダーのもと、事業毎に組織を再編することで、市場のニーズを的確につかみな

がら営業活動を展開し、営業力の強化を行います。また、事業採算を明確にし、設計の見直しや調達方法の多様化

に伴う仕入原価の低減や、固定資産の効率的運用等によるコストダウンに努めてまいります。

　上記各施策の実行と同時に、あらゆることの採算性を改めて吟味し、利益を生みだす事業構造改革を実行し、市

場環境の変化に左右されない強固な経営基盤作りに尽力いたします。さらに、業績の回復を目指し第７次中期経営

計画における新たな取り組みの収益化に向けた活動も強化し、同時に、環境に配慮した商品開発にも取り組んでま

いります。

　販売競争は激しさを増しており厳しい経営環境が続くものと思われますが、関係者の皆様の期待に応えるべく、

第71期以降邁進してまいります。

※業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づいており、実

際の業績は見通しと大きく異なることがあります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

　なお、ＩＦＲＳ（国際会計基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,295 6,817

受取手形 481 353

売掛金 2,526 2,370

契約資産 44 29

電子記録債権 487 552

有価証券 199 195

商品及び製品 1,909 2,513

仕掛品 70 45

原材料及び貯蔵品 1,192 1,755

未成工事支出金 34 25

その他 683 770

貸倒引当金 △0 △3

流動資産合計 16,925 15,427

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,510 5,518

減価償却累計額 △4,165 △4,455

建物及び構築物（純額） 1,345 1,062

機械装置及び運搬具 1,533 1,579

減価償却累計額 △1,236 △1,290

機械装置及び運搬具（純額） 297 289

工具、器具及び備品 2,878 2,981

減価償却累計額 △2,532 △2,634

工具、器具及び備品（純額） 346 346

土地 698 698

リース資産 142 126

減価償却累計額 △96 △84

リース資産（純額） 46 41

建設仮勘定 2 －

有形固定資産合計 2,736 2,438

無形固定資産

ソフトウエア 180 139

ソフトウエア仮勘定 1 －

その他 2 1

無形固定資産合計 184 141

投資その他の資産

投資有価証券 836 394

繰延税金資産 46 0

その他 955 969

貸倒引当金 △0 △9

投資その他の資産合計 1,838 1,354

固定資産合計 4,760 3,934

資産合計 21,685 19,361

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,553 1,711

短期借入金 － 58

工事未払金 128 217

リース債務 18 18

未払法人税等 3 66

未払費用 170 169

賞与引当金 236 212

その他 1,145 818

流動負債合計 3,257 3,271

固定負債

リース債務 24 19

退職給付に係る負債 734 766

株式給付引当金 319 311

長期未払金 156 93

繰延税金負債 225 139

その他 0 0

固定負債合計 1,460 1,331

負債合計 4,718 4,602

純資産の部

株主資本

資本金 4,673 4,673

資本剰余金 6,383 6,290

利益剰余金 8,549 6,460

自己株式 △3,157 △3,026

株主資本合計 16,449 14,398

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 200 136

為替換算調整勘定 314 319

退職給付に係る調整累計額 2 △95

その他の包括利益累計額合計 518 360

純資産合計 16,967 14,758

負債純資産合計 21,685 19,361
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

売上高

製品売上高 10,648 10,195

完成工事高 1,957 1,875

売上高合計 12,606 12,070

売上原価

製品売上原価 7,441 7,732

完成工事原価 1,218 1,249

売上原価合計 8,660 8,981

売上総利益 3,945 3,089

販売費及び一般管理費

荷造運送費 379 371

広告宣伝費 41 50

役員報酬 161 134

給料 1,912 1,854

賞与 174 29

賞与引当金繰入額 170 147

法定福利費 388 358

退職給付費用 79 75

株式給付引当金繰入額 80 17

消耗品費 88 102

旅費及び交通費 145 152

支払手数料 200 234

減価償却費 366 414

その他 1,055 1,077

販売費及び一般管理費合計 5,244 5,021

営業損失（△） △1,299 △1,932

営業外収益

受取利息 8 8

受取配当金 23 13

為替差益 30 －

その他 19 26

営業外収益合計 82 47

営業外費用

支払利息 7 11

有価証券評価損 0 4

為替差損 － 32

その他 1 0

営業外費用合計 8 49

経常損失（△） △1,225 △1,933

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 － 102

特別利益合計 0 102

特別損失

固定資産処分損 24 1

投資有価証券売却損 2 －

会員権売却損 0 －

特別退職金 313 －

特別損失合計 340 1

税金等調整前当期純損失（△） △1,566 △1,833

法人税、住民税及び事業税 36 37

法人税等調整額 163 △10

法人税等合計 200 27

当期純損失（△） △1,766 △1,861

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,766 △1,861
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

当期純損失（△） △1,766 △1,861

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △54 △64

為替換算調整勘定 177 4

退職給付に係る調整額 △7 △98

その他の包括利益合計 116 △157

包括利益 △1,649 △2,018

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △1,649 △2,018

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,673 6,378 10,588 △3,159 18,481

会計方針の変更による累積
的影響額

7 7

会計方針の変更を反映した当
期首残高

4,673 6,378 10,596 △3,159 18,488

当期変動額

剰余金の配当 △280 △280

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△1,766 △1,766

自己株式の取得 △5 △5

自己株式の処分 5 7 12

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 5 △2,046 1 △2,039

当期末残高 4,673 6,383 8,549 △3,157 16,449

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 254 136 9 401 18,882

会計方針の変更による累積
的影響額

7

会計方針の変更を反映した当
期首残高

254 136 9 401 18,890

当期変動額

剰余金の配当 △280

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△1,766

自己株式の取得 △5

自己株式の処分 12

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△54 177 △7 116 116

当期変動額合計 △54 177 △7 116 △1,922

当期末残高 200 314 2 518 16,967

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,673 6,383 8,549 △3,157 16,449

当期変動額

剰余金の配当 △227 △227

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△1,861 △1,861

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △92 130 38

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － △92 △2,088 130 △2,050

当期末残高 4,673 6,290 6,460 △3,026 14,398

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 200 314 2 518 16,967

当期変動額

剰余金の配当 △227

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

△1,861

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 38

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△64 4 △98 △157 △157

当期変動額合計 △64 4 △98 △157 △2,208

当期末残高 136 319 △95 360 14,758

当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

当連結会計年度
(自　2022年４月１日

　至　2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,566 △1,833

減価償却費 593 605

賞与引当金の増減額（△は減少） △4 △24

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △45 △67

株式給付引当金の増減額（△は減少） 109 △8

有価証券評価損益（△は益） 0 4

投資有価証券売却損益（△は益） 2 △102

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 12

受取利息及び受取配当金 △32 △21

支払利息 7 11

為替差損益（△は益） 3 22

固定資産売却損益（△は益） △0 －

固定資産処分損益（△は益） 24 1

特別退職金 313 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,121 239

棚卸資産の増減額（△は増加） △286 △989

仕入債務の増減額（△は減少） 85 242

その他 △528 △233

小計 △209 △2,139

利息及び配当金の受取額 32 21

利息の支払額 △5 △13

特別退職金の支払額 － △306

法人税等の支払額 △182 △17

法人税等の還付額 － 48

営業活動によるキャッシュ・フロー △365 △2,407

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △200 △200

有価証券の売却及び償還による収入 200 200

有形及び無形固定資産の取得による支出 △355 △299

有形及び無形固定資産の売却による収入 4 －

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 0 453

貸付金の回収による収入 1 1

その他 △47 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △398 137

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 96

短期借入金の返済による支出 － △38

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △279 △227

リース債務の返済による支出 △21 △21

財務活動によるキャッシュ・フロー △301 △190

現金及び現金同等物に係る換算差額 54 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,011 △2,477

現金及び現金同等物の期首残高 10,306 9,295

現金及び現金同等物の期末残高 9,295 6,817

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

（従業員向け株式給付信託）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

また、2022年８月25日開催の取締役会において、追加拠出を行うことを決議いたしました。これに伴い2022年９月12

日に本信託が当社株式400,000株を追加取得しております。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が信託に対して金銭を拠出し、当該信託が当該金銭を原資として当社株式を取得し、当該信託

を通じて当社の従業員に対して、当社が定める株式給付規程に定める一定の条件により、貢献度等に応じてポイ

ントを付与し、当該付与ポイントに相当する当社株式を給付する株式報酬制度であります。なお、当社の従業員

が当社の株式の給付を受ける時期は、原則として事業年度毎となります。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度344百万円、385,000株、当連

結会計年度532百万円、741,100株であります。

（役員向け株式給付信託）

　当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。）を対象とした新たな業績連動型株式報酬制度を導入しております。

（１）取引の概要

　本制度は、取締役の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」とい

う。）が当社株式を取得し、当社取締役会で定める株式給付規程（役員向け）に基づいて、各取締役に付与する

ポイントの数に相当する数の当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭（以下、あわせて「当社株式等」とい

う。）を、本信託を通じて、各取締役に給付する業績連動型の株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株

式等の給付を受ける時期は、原則として退任時となります。

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度68百万円、80,000株、当連結

会計年度68百万円、80,000株であります。
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セグメント 主要品目

送受信用製品販売事業
通信用アンテナ及び機器・テレビ受信用アンテナ・衛星放送受信用機器・ＣＡＴ

Ｖ用伝送機器・増幅器及び分配器等テレビ受信用各種機器

ソリューション事業 ビル及びマンション内共同視聴設備工事・電波障害対策工事・無線工事

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）

連結財務諸表
計上額送受信用製品

販売事業
ソリューショ

ン事業
計

売上高

外部顧客への売上高 10,648 1,957 12,606 － 12,606

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 10,648 1,957 12,606 － 12,606

セグメント利益又はセグメント損
失（△）

△107 200 93 △1,392 △1,299

セグメント資産 9,851 640 10,491 11,193 21,685

その他の項目

減価償却費 506 － 506 86 593

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
347 － 347 135 482

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社及び関係会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものでありま

す。

　当社グループは、通信用・テレビ受信用等各種アンテナ及び映像通信用電子機器の製造販売及び電気通信工事の設

計・施工等を行っております。

　当社グループでは、本社に営業部門、工場に生産部門・開発設計部門等を置く他、国内に当社製品を製造する関係

会社、中国に当社製品を開発及び販売する関係会社や当社製品を製造する関係会社を有し、取り扱う製品・サービス

について国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、製造販売体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「送受信用製品販売事業」及び「ソリューション事業」の２つを報告セグメントとしております。

　なお、各セグメントに属する主要品目は以下のとおりであります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自2021年４月１日 至2022年３月31日）

（注）１．調整額の内容は下記のとおりであります。

（1）セグメント利益又はセグメント損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用で

あります。

（2）セグメント資産の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

（3）減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る設

備投資額であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

３．セグメント負債の金額は、当社の最高経営意思決定機関において定期的に提供・使用しておりません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）

連結財務諸表
計上額送受信用製品

販売事業
ソリューショ

ン事業
計

売上高

外部顧客への売上高 10,195 1,875 12,070 － 12,070

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 10,195 1,875 12,070 － 12,070

セグメント利益又はセグメント損
失（△）

△825 263 △562 △1,369 △1,932

セグメント資産 10,059 947 11,006 8,355 19,361

その他の項目

減価償却費 493 － 493 112 605

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
189 － 189 73 263

当連結会計年度（自2022年４月１日 至2023年３月31日）

（注）１．調整額の内容は下記のとおりであります。

（1）セグメント利益又はセグメント損失の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用で

あります。

（2）セグメント資産の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

（3）減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る設

備投資額であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

３．セグメント負債の金額は、当社の最高経営意思決定機関において定期的に提供・使用しておりません。
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前連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

当連結会計年度
（自  2022年４月１日

至  2023年３月31日）

１株当たり純資産額 1,633.03円 1,414.49円

１株当たり当期純損失金額（△） △170.10円 △178.58円

前連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

当連結会計年度
（自  2022年４月１日

至  2023年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純損失金額（△）

（百万円）
△1,766 △1,861

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

親会社株主に帰属する当期純損失金額（△）

（百万円）
△1,766 △1,861

普通株式の期中平均株式数（株） 10,384,681 10,421,463

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 16,967 14,758

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 16,967 14,758

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（株）
10,390,038 10,433,848

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．従業員向け株式給付信託及び役員向け株式給付信託の信託財産として保有する当社株式を、「１株当たり純資

産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（前連結会計年度465,000株、

当連結会計年度821,100株）。

　また、「１株当たり当期純損失金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります（前連結会計年度435,035株、当連結会計年度654,875株）。

３．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４．その他

（1）役員の異動

該当事項はありません。

（2）その他

該当事項はありません。
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